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１－１ 現状確認（投資面）
①投資面

⇒ 管渠老朽化率は上昇が続いている。

また、管渠更新率は事業者の人材不足等もあり低迷している。

⇒ 今後、ストックマネジメントに従い、計画的・効率的に更新を実施する必要

があるが、その財源として、使用料改定や企業債の借入れも含めた内部留保資

金の確保が必要となる。
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１－２ 現状確認（財政面1）
②財政面（下水道使用料と経費回収率）

⇒ 下水道使用料収益は、コロナ禍需要があったＲ３年度をピークに減少しており、

今後も人口減少等の影響により、減少が予想される。

⇒ 経費回収率は100％を下回る状況が続いているが、Ｒ７年度に流域下水道維持管理

負担金の値上げが予定されており、今後、更なる悪化が見込まれる。

⇒ このため、使用料改定に向けた検討が必要と考える。
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１－３ 現状確認（財政面2）

③財政面（企業債残高）

⇒ 企業債残高は、年々減少している。

⇒ 内部留保資金の確保の観点及び将来世代への負担軽減を考慮した

適切な企業債残高水準を保つことが必要と考える。
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２－１ シミュレーションの前提条件

①投資面

②財源面
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指標項目
実績

Ｒ５年度
中間目標
Ｒ10年度

目標
Ｒ16年度

長寿命化管きょ延長 34.8km 36.7km 44.8km

管きょ耐震化率 19.2% 22.8% 27.3%

有収率 79.1% 80.0% 80.0%

指標項目
実績

Ｒ５年度
目標

（計画期間を通じて）

内部留保資金 52.7億円 適正な水準の確保

企業債残高対事業規模比率 96.88％ 200％以内での借入れ

経費回収率 93.25％ 100％以上であること

累積欠損金比率 0％ 未発生であること
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投資Ｂ案(段階型) ㎞

管きょ耐震化延長㎞(管きょ耐震化率関係)

・管渠耐震化工事をR7から段階的に増やして実施する。
・Ｒ10とＲ12に職員を１名ずつ増員することが前提。
・Ｒ10に長寿命化延長、管きょ耐震化率の中間目標を達成
できる。
・Ｒ16の計画目標も達成できる。

２－２ シミュレーションの前提条件（投資面）
○投資２案（Ａ：ハイペースで目標を達成する案、Ｂ：段階的に達成する案）を作成
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・管渠耐震化工事をＲ７から急激に増やして実施する。
・Ｒ７に職員４名を増員することが前提。
・Ｒ10には耐震化率中間目標22.8％を上回るペース。
・Ｒ16も目標の27.3％を上回る。
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27.3％

R10目標
36.7㎞

R16目標
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長寿命化管延長㎞

管きょ耐震化率％

管きょ耐震化延長㎞(管きょ耐震化率関係)

管きょ耐震化率％

長寿命化管延長㎞

㎞ ％

3.8 6.9 6.3 4.8 5.5 5.5 6.3 6.3 6.3 5.6 5.6

19.7
20.6 21.4

22.1 22.8
23.5 24.4 25.2 26

26.7 27.535 35.3
35.6 35.9

36.8 37.7
39.4

41.1 42.8
43.8

44.8

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

0

5

10

15

20

25

30

35

40

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０Ｒ１１Ｒ１２Ｒ１３Ｒ１４Ｒ１５Ｒ１６

投資Ａ案(ハイペース型)

長寿命化管延長㎞

管きょ耐震化延長㎞(管きょ耐震化率関係)

R10目標
36.7㎞

R10目標
22.8％

R16目標
44.8㎞

R16目標
27.3％

㎞％

・管渠耐震化工事をR7から一気に増やして実施する。
・Ｒ7に職員を4名増員することが前提。
・Ｒ10に長寿命化延長、管きょ耐震化率の中間目標を達成
できる。
・Ｒ16の計画目標も達成できる(管きょ耐震化率は上回る)

管きょ耐震化率％



２－３ シミュレーションの前提条件（財政面1）
○内部留保資金：計画目標＝適正な水準の確保 （Ｒ５年度末：52.7億円）

⇒ 今後の投資規模拡大を考えると、最低25億円は必要であると考える。

⇒ 内部留保資金を最優先すべき項目としてシミュレーションする。

資本的収支不足額
への補填財源

最低必要額

25億円
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【過去の資本的収支不足額】
Ｒ５：約20.1億円
Ｒ４：約21.4億円
Ｒ３：約23.4億円

【月当り最大支出額(過去３年間)】

Ｒ５：約15.5億円
Ｒ４：約13.4億円
Ｒ３：約15.9億円

⇒ 主たる目的は、資本的収支不足額への補填財源だが、
⇒ 一方で、日々の運転資金（支払いの財源）としての側面もある。

内部留保資金を保有する目的



２－４ シミュレーションの前提条件（財政面2）
○企業債残高水準：計画目標＝企業債残高対事業規模比率200％以内

（Ｒ５年度末：96.88％）

⇒ Ｒ５年度末の企業債残高は約132.6億円で、対事業規模比率は96.88％。

目標にはまだ余裕がある状況である。

⇒ しかしながら、将来の人口減少を考えると、現在の企業債残高をできるだけ

維持又は減少させることが適切であると考える。

Ｒ５年度末
企業債残高

約１３２．６億円
維持・減少を目指す
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２－５ シミュレーションの前提条件（財政面3）

○経費回収率：計画目標＝100以上であること （R５年度末：93.25％）

○累積欠損金比率：計画目標＝未発生であること （Ｒ5年度末：未発生）
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・今後、維持管理負担金の値上げなど経費の増加が見込まれる中、経費回収
率は更に悪化していくことが見込まれる。

・純損失が経常的に見込まれる場合には、使用料改定を行う必要がある。

・使用料改定の際には、妥当な水準の利益を見込む必要がある。

収益
費用

利益 資産維持費として原価算入(費用に計上)



２－６ シミュレーションの前提条件（財政面4）
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資産維持費とは

○物価上昇による減価償却の不足や施設の高度化による工事費の増大等に対応し、実
体資産を維持し、適切な下水道サービスを持続していくために総括原価への算入が
認められているもの。

○この資産維持費が適切に原価算入されていないと、将来の下水道施設の更新・再構
築や設備の再調達に必要な財源が内部に留保されず、安定的な財政運営に支障をき
たすこととなる。

建設時 更新時

１年目 ２年目 ｎ年目
・・・・・・

建設時の価格

同規模同能力で
更新する場合は、
概ね減価償却費
で更新可能

増分費用

物価の高騰、施
設の高度化、工
事の難度増によ
る増

資産維持費
として一部原価
算入

減価償却費
で回収



２－６ シミュレーションの前提条件（財政面5）
○資産維持費の目安

⇒ 国は、原価に算入すべき資産維持費について、『償却対象資産帳簿価額の３％』

との標準の資産維持率を示している。

⇒ 本市の投資計画では、既に毎年２％の物価上昇を見込んでいるため、未反映であ

る１％(約6.5億円)を資産維持率とすることが考えられる。

⇒ ただし、近年、内部留保資金残高は微増傾向であり、今後、建設改良費が増加し

ても、純利益は例年の水準で足りると考えられる。

⇒ 本市では資産維持率を0.5％とし、約3.25億円程度の純利益を目指す。
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３．０％

国が示す標準の
資産維持率 ０．５％

(約3.25億円)

２．０％
(既に物価上昇率
により反映)

【参考】過去の純利益
R５：約2.2億円 H30：約1.8億円
R４：約1.6億円 H29：約2.3億円
R３：約2.1億円 H28：約3.1億円
R２：約1.1億円 H27：約2.2億円
R１：約0.2億円 H26：約1.1億円



２－７ シミュレーションの前提条件（財政面まとめ）

○内部留保資金・企業債残高・利益水準の関係

事業経営の前提である「内部留保資金２５億円以上」を必ず確保する。
財源については、
・「(使用料改定による)純利益の獲得(現役世代の負担増)」と
・「企業債の借入れ(将来世代の負担増)」のバランスを考えることが必要。

下水道使用料
（現世代負担）
は安い

企業債残高
(将来世代負
担)は高い

下水道使用料
（現世代負担）
は高い 企業債残高

(将来世代負
担)は低い

内部留保資金
25億円以上

内部留保資金
25億円以上 13

下水道使用料の改
定と企業債の借入
れは、利益相反関
係にある。



３ シミュレーションパターン
○投資（Ａ案・Ｂ案）×改定率（改定なし・４０％・３０％）の６パターン試算した。

※第１回目の改定時期は、周知期間も考慮しＲ8年10月とした。

※いずれの案も、Ｒ16までの期間で赤字が見込まれたため、更にＲ13年10月にも使用

料改定が必要となった。

投資案 改定率 改定なし 改定率４０％ 改定率３０％

投資Ａ案
(ハイペース型)

【試算Ａ－０】
【試算Ａ－１】
R8.10：40%
R13.10：15%

【試算Ａ－２】
R8.10：30%
R13.10：25%

投資Ｂ案
(段階型)

【試算Ｂ－０】
【試算Ｂ－１】
R8.10：40%
R13.10：10%

【試算Ｂ－２】
R8.10：30%
R13.10：15%

14

＊資料1-5

＊参考資料



４－１ シミュレーションの分析（内部留保資金）
１ 内部留保資金
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⇒ 事業経営必要な内部留保資金25億円以上を前提としたため、どの案も25億円
を上回っている。
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B案：内部留保資金の推移

Ｂ－０ Ｂ－１ Ｂ－２
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A案：内部留保資金の推移

Ａ－０ Ａ－１ Ａ－２

使用料改定

A-1:15%
A-2:25%

25億円

千円

使用料改定

A-1:40%
A-2:30%

使用料改定

B-1:40%
B-2:30%

使用料改定

B-1:10%
B-2:15%



４－２ シミュレーションの分析（純利益）

２ 純利益（マイナスは純損失）

⇒ 使用料改定後3.25億円程度の利益が確保できるのはＡ－１及びB－１。
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A案：純利益（純損失）の推移

△A-１(改定40％)

✖A-２(改定30％)
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B案：純利益（純損失）の推移

○B-１(改定40％)

✖B-２(改定30％)

✖B-0(改定なし)
✖A-0(改定なし)

3.25億円

使用料改定

A-1:40%
A-2:30%

使用料改定

A-1:15%
A-2:25%

使用料改定

B-1:40%
B-2:30%

使用料改定

B-1:10%
B-2:15%



４－３ シミュレーションの分析（企業債残高）

３ 企業債残高

⇒ Ａ－１及びＢ－１は残高を減少させることができる。

Ａ－２及びＢ－２はほぼ横ばいとなる。 17
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B案：企業債残高推移

✖B-0(改定なし)

◎B-１(改定40％)

○B-２(改定30％)
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A案：企業債残高推移

◎A-１(改定40％)

✖A-0(改定なし)

○A-２(改定30％)

使用料改定

A-1:40%
A-2:30%

使用料改定

A-1:15%
A-2:25%

使用料改定

B-1:40%
B-2:30%

使用料改定

B-1:10%
B-2:15%



５ シミュレーション結果
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投資案
シミュレー
ション
(改定率)

要件
投資案

実現可能性
評価純利益

(3.25億円程度)
企業債残高
(維持・減少)

Ａ案
(ハイペース型)

Ａ－０
(改定なし)

✖ ✖

低い

✖

Ａ－１
(40％・15％)

△ ◎ △

Ａ－２
(30％・25％)

✖ ○ ✖

Ｂ案
(段階型)

Ｂ－０
(改定なし)

✖ ✖

高い

✖

Ｂ－１
(40％・10％)

○ ◎ ○

Ｂ－２
(30％・15％)

✖ ○ ✖

⇒ Ａ－０及びＢ－０の結果から、使用料改定は必要である。
⇒ 改定案は、純利益、企業債残高及び投資実現可能性に鑑み、Ｂ－１案を採用する。




